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海洋汚 染防止 の た め の 構 造 及 び設備規 則 及 び同検 査領 の 解説

ま えが き

　 「1973年の 船舶か らの 汚染の 防止 の ための 国際条約」

は，ユ978年 2月，IMO の 国際会議 で 採択 さ れ た 「1973年

の 船舶か らの 汚染防止 の た め の 国際条約に 関す る 1978

年 の 議定書 」 に よ り修 正 さ れた ．こ の 修 正 さ れ た もの を

一般に 73〆78MARPOL 条約と呼ん で い る．こ の 73178

MARPOL 条約は，1982年 10月 1 日 に イ タ 1」ア が 15番

目の 締約国 とな り発効要件 を 満た し た た め ，翌年即 ち

1983年 10月 2 日 を 以て 発効 して い る，我が 国 ， 国会 に

おい て は， 1983 年 5月 18 日 に同条約が批准 され同条約

を取 り込 ん だ 「海洋汚染及 び海上災害 の 防止に 関する法

律」（以下 「海防法」 とい う）の 改正 版 が 同年 5 月 26 日

公布 された．そ して ，海防法施行令 の 定 め る と こ ろ に よ

り 1983年 10月 2 日 か ら施行 さ れて い る．

　 こ の 改正 された海防法第 17 条の 12 に よ る と 「船級協

会 が ，海洋汚染防止設備等に つ い て の 検 査 を 行 い ， か

つ ，船級 の 登録を した検査対象船舶 は，当該船級を有す

る 間 は ， 運輸大臣が当該海洋汚染防止設備等に つ い て 法

定検査を行い ，技術基準に適合す る と認 め た もの とみ な

す．」 と な っ て お り海洋汚染防止設備等 の 検査 に 関 し本

会をみな し機関 として認定す る と共に，当該設備が海防

法上 の 船級条件で あ る こ とを明文化 して い る．

　 こ れ に よ り日 本国籍 を有す る本会船級船 は，船舶安全

法及 び海防法 の 両法律に適合す る こ とが 必要 とな り， 船

舶安全法に 対す る鋼船規則 と同様海防法を受 け た海洋汚

染防止 の た め の 構造及び設備規貝「」（以下 NK ，
　MARPOL

規則 と い う）を制定す る こ と に な っ た ．

　条約は，条約本文と 5 つ の附属書か ら成立 っ て い る．

こ の うち条約本文 は，適用範凪 罰則，改 正 手続等
一

般

的な 規定 で あり，附属書 1 は，油 （石油），附属書 H は

ば ら積有害液体物質，附属書 IIIは，包装積 み 有 害 物

質，附属 書 IV は，船舶で 生 じる汚水 ，附属書 V は船舶

で 生 じる 廃棄物に よ る海洋汚染防止 に 関する 規 定 で あ

る．な お，本文並び に附属書 1及 び IIは批准要件で あ

り， 残 りの 附属書 III，　 IV，　 V を 規則 と して 採択す るか

否 か は各国の 選択 に ま か されて い る．こ の 条約 の 内容か

ら NK 　MARPOL 規則 は，少 くと も附属書 1，　 IIを カ バ

ーす る必要があ るが附属書 II は改正 附属書 II として

1987年 4 月に発効 の 見込 み で あ る の で ， 今回は 取敢え ず

附属書 Ir油に よ る，汚染の 防止 に 関す る規則」（MEPC ！

Circ，97 の 改 iF．を含む）を折 り込 み，　 MARPOL 規則 の

1編及び 1 −1 編 として 新設 した．

　 1編が新造船に適用される もの で あ り， 1　−1編が現存

船 に 適用 される経過規則 に相当す るもの で ある．

　73178MARPOL 条約 の 附属書 1は 25 規則か ら構成

さ れ て お り，項目 ご とに検討す る と内容は，構造，設備

要件 の ほ か ， 証書 ， 操船 ， 陸 上施設 ， 政府要件に 分 けら

れる ．NK ，　 MARPOL 規則 で は こ の うち， 海防法 に よ

り本会 の 検査に委ね られて い る構造，設備要件の み を取

上げ規則化 して い る．後で も述べ る が ， 条約で 「燃料油

タ ン ク に バ ラ ス トを 積載 して は な らな い 」 とい う規定が

ある．こ れは操船要件 と受取れ るが条約遵守の精神に 則

り本規則 で は 「燃料油管系 とバ ラ ス ト管系 と は独立 させ

ね ばな らな い 」 とい うこ とで 設備要件 に 置き換え る な ど

の 操作を して い る．

　附 表 に 73！78MARPOL 条約附属書 1の 規則番号 と

NK 　MARPOL 規則番号 との 対照を 示す ，　 NK 規則 に 採

用 しな か っ た場合は，そ の 不 採用 の 理 由を 1番右側 の 欄

に示 して い る．

　な お ， 検査 に つ い て は　「IMO 決議 MEPC 　11瞼 の附

属書 1に 基づ く検査に 関す る指針」 を引用した．

　ま た 検査要領に つ い て は，先に掲げ た MEPGICirc ．

97，附属書 1に 対す る造船研究協会，造船研究部会の 解

釈 （資料 93R ）及 び 海防法 に対す る運輸省令や 通達等を

参考 に して 制定 した ．

1編 　油 に よ る 汚染防止 の た め の 構 造及び 設備

　　　規則

1．1　一般

1．1，1 適用

　
一L まえ が きで も触 れたように，本規則の 適用対象船

舶 は，日 本籍を 有す る もの で あ り，外国籍船舶 は従来通

り， 船主又 は所轄政府 の 依頼 に よ りそ の 都度鑑定等 に よ

り処理 さ れ る．

　
−3．海底資源 の 探査 や 採掘に従事 して い る リグ及びプ

ラ ッ トフ ォ
ーム か らの排出は勿論 MARPOL 条約， 従 っ

て本編 の 適用を受け る 訳で あ るが，そ の 適用の 対象 とな

るの は ， リグ 及 び プ ラ ッ トフ ォ
ーム の 操作 に使用 されて

発生す る油性 ド レ ン 水 の みで あ る．即ち海底 よ り吸み一ヒ
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附表　73178MARPOL 条約附属書 1 （MEPCIC ．97 の 改正 を含む） の 規則採用対照表

73178・MARP ・條 約 （MEPCIC ，
　 97を含む ） ； 採用 さ れ た NK 規則番号

規則
番号

規 則 の 表 題

1　 定 義

2 適 用

3

4

同　　等 　　物

検 査

項 番 号

（1）〜BO）
｛囲 〜   を

除 く｝

（1｝

 

｛3｝

〔4）（a）

　（b）
　 （c）

−亠

21234

纖 篝｛1 編 の 規 定

　 26）， 

  の 但 し書
き

1．1．4

1−1編 の 経過規定

1，2，　4．3−1．，
4．3−4．

1．1，1−1，

1．1，1−2．

ユ，1．1−4．

L1 ．2

2．1

NK 規 則 へ

不 採 用 の 理 由

附属書IIの 規則 で考慮

｝政府en

政府要件

｝政府要件

sl 証 書 の 発 行 1 1腑 要件

6
他の 政府 に よ る

証 書 の 発 行

12Q

り

4

　

件

　

要

　

府

　

政ー
・ ［譫 の 様 司 ・ 1政艨 件

8

9

10

証 書 の 有 効

期　　　　 間

油　 の 　排　出

の　　規　　則

特別海域に おい

て 運航して い る

船舶か らの 油汚

染の 防止 の ため

の　 方　 法

123123456

〔1〕

FDRu7

（2）

〔3｝（a）
（3）（b）

｛4）

4，2．1−5，

3，L4 −10．

3．1．4−4，　−9．

4．7

｝一

政府要件

｝…

瞬

難観

111 適 用 除 外 1 ・ 1操船難

（1） 、ー
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73／78　MARPOL 条約 （MEPCIC ， 97 を 含 む ）

規則
　　　 規 則 の 表 題
番号

12　 受 入　施　設

13

分離バ ラ ス トタ

ン ク，ク リーン

バ ラ ス トタ ン ク

及び原油洗浄

　　　 ク リ
ーン バ ラ ス

　　　 トタ ン クを有す
13A
　　　る油タ ン カーの

　　　要　　　　　件

　　　　 　 MEPCfC ，
項 番 号 　 97で改正 さ

　　　　 　 れた項番号

　 採用 さ れ た NK 規則番号

1 編 の 規 定 　 1−1編の経過規定

NK 規 則　へ

不 採用 の 理 由

234512

 

 

 

 

 

働

 

 

−凸

234

s ）（

1
嬲 腰 件

〔3）

4．L34

．1，3｛1）

4．1．3（1｝の 但 し書 き

4．3．1〔1），　2．2．4−24

．3−1．

4．3−2．

4．3−3．

4．3−4．

｝操髏 件

船主要件

｛4｝（b）削除

4．4−1．

4．4−2．

4．4−3．

4．4−・4．

13B　 原油洗浄 の 要件

12

　

45

（3｝

1（5｝（6胤 除

4．3．1（1）

4．3．2−1
’〜−5。

4，3．1（2｝

4．3．1（3｝
操船要件

ユ3C

特殊 な 運航 に従

事す る規存タ ン

カー

（1）
 

  （b）
〔2｝（c）

〔3〕（d）

（2｝（a ）

〔3〕削除

4．5

4．5
港 ， タ

ーミナ ル の 要
件

政府要件

受入施設の要件

政府要件

13D

ス ペ シ ャ ル バ ラ

ス トを有す る現

存タ ン カー

ω

 

 

4，64

，6

政府要件

　　　分離バ ラ ス トス

13E　 ペ ース の防護的

　　　配置

−亠

2Q

り

五−

4．1．34

．1．3（2）（a）
4．1．3〔2）（b）
4．1．3〔2）（c）

　　 油 と水バ ラ ス ト

14　 の 分離及 び 船首

　　 倉へ の油の 積載

−亠

2
∩

」

　 　 　 　 3．1．2−1．

　 　 　 　 3．1．2−2．

｛4｝追加　　3．1．1−1，

〔5｝追加　　3．1．1−2．
3，1

操船要件
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73178雌 RP2L
勉 （MEPCIC ・g7を含む）

規則

番号

15

16

17

18

規 則 の 表 題

油 の 船 内 貯留

油排出監視制御

シ ス テ ム 及び油

水分離装置

油性残留物 （ス

ラ ッ ジ ） の た め

の タ ン ク

油 タ ン カーの ボ

ン ピ ン グ，配管

及び排出設備

項 番 号

（1）
  （a）

  （b）

  （d）

〔3｝（a ）

〔3〕（b）
  （c）

〔4）

〔5）

〔6）

〔1）

（2）

  （b）

（4）

〔5〕

 

〔1〕

 

MEPCIC ，
97で改正 さ

れ た項番号

  （c）

  （a）

〔7）

〔3）（a）

｛7｝

｛1）
〔2）

｛3｝

（4）（a）
｛4）（b）
〔5〕

〔6｝（a）

〔6）（b）

〔6）（c）

（6）（d）

｛6｝（e）

採用された NK 規則番号

1 編 の 規 定 　 1−1編の 経過副
　　　 NK 規 則 へ

　　　 不 採 用 の 理 由

　

4

　

一
1149

】
n

δ

「
04

∪

一
　「
　，
　一

　一
　　
　一

11111112222229

凵

4444444

　

978

一
　一
11り自

24」

仕

コ9，
サ8　ーロ2コ43

．1．4−1．，　−3．

3，1．4−2．

3．1．4−5．

3．1．4−10．

3．1，4−6．

3．1．4−7．

3．1．4−8，

3．1，3−1．

3．1．3−2．

4．2．2−1．

4、2．2−2．

4，2．2−3．

4．2。2−4，

4．2．2−5．

4．2．2−2．｛1｝

4．2，2−2，〔2）

4．7

3．3−1．

3．3−2．

3．2

9ロ4

　1　8コ4

　2　8コ4

操船要件

操船要件

操船要件

1gl 騨 排 雌 手 】 ○ 3．1．3−3．

20 油　記　録　簿

　 　 ト

21 噸轢輻 孱
　　 別要件

3456

12

　4〔

○ 1．1．1−3．

− 67 一

　

件

　

要

　

府

　

政ー
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73／78　MARPOL 条約 （MEPCIC ，97を含む）

規 則

番号
規則 の 表 題 項 番 号

ME π κ）
，

97で 改正 さ

れ た項番号

採用 され た NK 規則番号

22 損 傷　仮 定

噌

⊥

2

1 編 の 規 定

14．1．11
・・1・1

23

　　　　　　　　　ili
油 の 仮想拙 量

膕
　　　　　　　　　 ｛5｝

1・ 1・1  （・）

4，1．1〔2〕（b）
4．1．1（2｝（c）
4，1．ユ〔2）

4，1．1（3｝の 但 し書 き

1−1編 の 経 過 規定

24

貨物タ ン クの大

きさ及び配置制

限

1234

「
DnD

L
（1）

〔2）（b）
  （c）

〔2〕（d）
〔3）（a）
  （b）

4．1．1｛3｝
4，1．1｛4｝（a）
4．1．1〔4）（b）

陸 1．1〔5）
　

14・1・1｛6｝

〔2）（a ）

4．1．2−1．

！−

1一

4．1

NK 規 則 へ

不 採 用 の 理 由

25 区画及 び 復元性

  （d）

（4）（a ）

〔4〕（c）

〔4）（d）
14｝（e）
（5）

（3）（c）

〔4）（b）
4．1．2−4，

4．1．2−5，

4．2

げた もの に つ い て は，再 び もと の 海 へ 戻す の で あ り例え

そ れ に油分を含んで い る に して も規制の 対象に は な らな

い と解釈 さ れ る．姿勢制御水 の 排出に つ い て も リグ及 び

プ ラ ッ ト フ ォ
ーム の 安全上止 む を 得 な い とみ な さ れ規則

の 適用外 で ある．但 し ， 作業を 行 っ て い る場所 の 地域規

則が あれば，そ ち らの 方が優先す る の で ，当該地域規則

に は十分注意す る必要があ る．

　
−5．国際航海に従事する船舶は，MARPOL 　73178に適

合 し政府 の 発行す る 国際海洋油汚染防止証書 （IQPPC ）

を 保有 しなければ外国の 港に 入 る こ とが で きな い ．一方

国際航海に従事 しな い 船舶は，国内法の 適用を受け部分

的 に条約 と取扱 い は変 っ て くる，規則 1編 1．1．1−5．は ，

こ の こ と を考慮 した もの で ， 非国際船 の 取扱 い は検査要

領 に 与 え られて い る．検査要領 L1 ，1−3．に 示 されて い る

よ うに，そ の 取扱 い は 基本的 に は 国内の 関係法令 に よ る

こ ととした ．次 に そ の 検査要領で の 取扱い に つ い て述べ

る，

  　 「海洋汚染防 止 設備等検 査 規則」　（省令 ， 以下検査

　規則 とい う） に よ り非国際船 の 中間検査 は，第 1種中

　間検査の み で ， 第 2 種中間検査 は受ける必要 は な い ，

（2） 海洋汚染防止設備等に 関す る 技術上 の 基準 を 定める

　省令 （以下技術基準とい う） に よ り，推進機関を有し

　な い 船舶 （以下非自航船と い う） は 機関区域 の ス ラ ッ

　 ジ タ ン ク及 び 標準排出連結具の 設置義務 はない ．こ こ

　で推進機関に は ， サ イ ドス ラ ス ターやバ ウ ス ラ ス タ ー

　等 の 補助的 な 推進機関は含まない の で ，こ れ らの ス ラ

　 ス タ
ー

の みを有する船舶 は非自航船と して 扱う．

  　非自航船 と い え ど も排出規制 は受ける の で油排出監
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　 視制御装置又 は油水分離装置を備え なけれ ば な らな

　 い ，海域 に よ り装置に 関す る要件 は異 な る が，大略次

　 の よ うに な る．油 タ ン カー
以外 の 場合に つ い て い え

　 ぱ， 100 ト ン 以上 の 船舶 は， 100 ト ン以上 400 ト ン 未

　 満の 自航船に 要求さ れ る 装置を 設 けな けれ ば な ら な

　 い ．油タ ン カ ーの場合に つ い て は，す べ て の 油タ ン カ

　 ーが 400 ト ン未 満 の 自航船 に 要求され る装置を設 けな

　 ければな らない ，なお，こ の 規定は技術基準に よる．

（4） こ の 規定は ， 現存船 に対す る参酌規定で，規則 1編

　 で 要求 さ れ る 油水分離装置又 は油 フ ィ ル タ リン グ装置

　 は ， 旧海防法 で 容認 されて い た 当該装置を以て 代替物

　 と す る こ とが で きる とい うもの で あ る．

　　 こ れ は，局長通 達舶 査 第 616 号 （58年 9 月 30 日 ）

　 に 基 く．

〔5｝ 長 さ 100m 未 満の ア フ フ ァ ル ト専用船 は ， 貨物油タ

　 ン ク と船体外板 と の 間 に 有効な 空間が あれ ば，規則 1

　 編 4．1．1 の 油密隔壁 の 規定 に 適合 して い る と み な さ れ

　 る。有効な空間と は二 重船殻構造か又 は ， 置 タ ン クで

　 あ れ ば じか に船底に置かず，台座を介 して 設 置 す れ

　ば ， 有効 な 空間 を 有す る と み な さ れ る．現存当該船舶

　の 実情に併 せ た規定 で ， 前（4）で 述 べ た 通達 に よ るもの

　 で あ る．

〔6） 本規定は ， 規則 1 編 4．1．2−1．〔3｝の Lf が 100　m 以

　下の タ ン カ ーの 取扱い の
一

部で，Lf が 24　m 未満の も

　 の は ， 規則 1編 4．1．2 の 規定 を 適用す る必要 は な い ．

　船舶局 検査測度課長通達 舶査第 469号 （昭和 58年 8

　月 5 日 ） に よ る．

　以 上 述 べ た（1）・一〔6ぽ で の 取扱い を除 き他 は，規則 1編

又 は 1 − 1編を適用す る こ とに な る．

　−6．規 則 1 編 1，1．1−−6．で 規則 で 要求 さ れ な い 設備 を

設け る場合の取扱 い を検査要領に示 した．

　 MARPOL 条約上，設置義務 は ない 船舶で あ っ て も次

に 掲げ る 装置 を 自主的に 設置した場合に は，当該装置に

つ い て，規則 1編に定め る検査及 び 技術要件を適用 さ せ

る こ と と した ．

【1） 機関区域 に お け る 100ppm 用油水分離装置，
15　ppm

　用 油 フ ィ ル タ リン グ 装置又 は 油排出監視制 御装置

（2） ス ロ ッ プ タ ン ク 設備 に お ける油排出監視制御装置又

　は油水境界面検 出器

  　原油洗浄装置又 は イ ナ ートガ ス 装置

　船舶の 種類 ， 大き さ ， 航行区域 に よ っ て は ， 条約上 の

　設備要件は か か らな い が ，排出規則 はす べ て の 船舶に

　かか る．従 っ て 如何な る船舶も， 油性水は船内に貯留

　する か ， 又 は ， 本船 の 貴任 に お い て ，15ppm 以下 を

　確保 した状態で 排出 しな ければな らな い ．本会が適当

　 と認め る前述の （1｝又 は （2）に掲げる機器を介 して ，排出

　行 為を行 う こ と は，海防法 の 根本精神と考え るべ きで

　 あろう．一
方 〔3｝の COW 装置 と IGS に つ い て は ，

　 海洋汚染 とい うよ りもむ しろ船舶 と人命 の 安全 を 考慮

　 して の も の で ある．

1．1．2　同等物

　規則 1編 1．1．2 の 同等の 代替物 の 規定 に対 し， 具体例

を検査要領で挙げて い る．同要領
一1．は，ケ ミ カ ル タ ン

カ ーに お け る ス ロ ッ プ タ ン ク及 び境界面検 出器 の代替規

定で あ る，

　 そ もそ も規則 1編 1．1．4 定義〔4）の 油 タ ン カーに ケ ミ カ

ル タ ン カ ーを含む と して い る の は ケ ミカル タ ン カ ーの貨

物区域 に ， 規則 1 編 の 規定 の 対象 と な る貨物を積載す る

場合，本編 の 適当な要件 を 適用 しな けれ ば な らな い こ と

を間接的 に規定 した もの で あ る，本規定は，船内貯留設

備 の 要件に 適合す る こ とが 実行 不 可能な ケ ミカ ル タ ン カ

ーが 油を 積 載す る 場合の 同等要 件 を 述 べ た も の で ，

MEPC ！Cir．97 の APPENDIX 　3 を採用 した もの で あ

る．ま た，前述 の 舶査 616号 に も取 入 れ られ て い る．

　 −2．は ， 同 じ く舶査 616号を取入 れた もの で ， 潜水船

の 特殊性を考慮 した ス ラ ッ ジ タ ン ク設備及び排出制御装

置 に 対す る同等規定で あ る．

　
−3．は ， 規則 1編同等物の規定の た だ し書 きとして 「油

の 排出を 制御する作業方式を，本編 に よ り定め られ た船

舶 の 設計及 び構造 と同等 の もの と して それに 代え る こ と

に まで拡張され る もの で は ない 」 とあるが，こ れの 解釈

を与 え た もの で あ る．

　例えば規則 1編 42 ．1−2．に よ り， 総 ト ン 数 150 トン 以

上 の 油タ ン カーは ，
ス ロ ッ プ タ ン ク設備を備え な けれ ば

な らな い とな っ て い る．ス ロ
ッ プ タ ン ク設備を備え る主

目的と して ， タ ン ク 洗浄に よ り生 じ る ス ロ ッ プ を貯留す

る こ とが挙げられて い る．そ こ で 重油専用タ ン カーで あ

れば COW を備 え る必要は な い し，又全 タ ン ク独立 ポ ン

プ （独立 配管）荷役方式 の 油 タ ン カ ーで あ れ ば COW を

行わ な い の で ， 同等効力で ス ロ
ッ プ タ ン クの省略は認 め

られ る か とい う問題 が で て くる が ， こ れは ， 前記但 し書

きに よ り認 め られ な い ．

　同様 の ケ
ー

ス で ，総 トン 数 400 トン を 超え る よ うな バ

ージ で ， 航海中は 使用 しな い 補機 （燃料を使用す る） を

有す る場合，規則 1編 3．1．4 に よる油水分離装置の 省略

は認め ら れ るか とい う問題も前出油タ ン カーと同じ理由

で 認め られな い こ と に な る と解釈 さ れ る．但 し こ れ に つ

い て は運輸省 に おい て ，代替措置を検討 中で あ る．

1．1，4　定義

（1） い わゆ る条約で定義されて い る ク リーン バ ラ ス トに
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　は ， 2種類あ る． 1 つ は，清浄かつ 平穏な海中に 排出

　さ れた 場合に 視認す る こ と の で き る油膜を海面又 は隣

　接す る海岸線 に 生ず る こ との な い もの で あり， もう 1

　 つ は 承 認 された 油排出監視制御 シ ス テ ム を通 っ て 排出

　され ， 視認 で きる油膜が生 じた に もか か わ らず，排水

　中の 油分が 15ppm 以下 で あ る こ との 証拠がある もの

　で あ る．本船 の 責任 で は あ る が，排 出 しよ う とす るバ

　 ラ ス トが 前者 に 属す る と判 断され る場合 ， 必ず しも油

　分濃度計等 の 機器を介して 排出す る必要は な い ．しか

　 しそ の 判断 は あ くま で も経験的な もの に委ね られ る わ

　けで ，確実を期す た め に は，後者 の よ うな 取扱 い ，即

　ち 承認 され た 機器 を介して 排出す る こ とが 望 ま しい ．

　そ の 見返 りと して ，15ppm 以下 で ある こ との 証拠 さ

　えあれ ば，油膜は許容され る か らで あ る．

　　 な お ， ク リーン バ ラ ス トタ ン ク の バ ラ ス トは ク リー

　 ン バ ラ ス トと して 認 め られ て い るわけで は な い の で ，

　排出す る場合 は MARPOL 　 73！78，第 13　A 規則 の 定

　め る と こ ろに よ り油分濃度計を介 して 排出しな け れ ば

　 な らな い ．

  　分離バ ラス ト管系は，非常 の 場合の み貨物油管系に

　連結する こ とがで きる．こ の 場合，油が分離バ ラス ト

　タ ン クに 流 入 す る こ とを防 ぐた め ね じ締め 逆止弁を設

　置す る こ と と した が そ の 目的か ら考え て ， そ れ は ス ブ

　 ール ピース に 対 して ，貨物油管側 に 設置 さ れ る べ きで

　ある．ま た ，ね じ締め逆止弁を 使用す る 場合 に は ，止

　め 弁 も追加す る こ と と した ．

2 章　検　査

2．1 通則

　検査 に つ い て は，73178MARPOL 条約第 4規則 に規

定さ れて い る．そ れ に よ れば ， 総 ト ン 数 150 トン 以上 の

す べ て の 油 タ ン カー及 び油 タ ン カー
以外 の す べ て の 総 ト

ン 数 400 トン 以上の 船舶 は，航行の 用 に供 さ れ る 前 に

は，初回検 査 が ，そ れ 以後は 5年を超え な い 範囲で 定期

的検査並び に 10PP 証書 の 有効期間中 （5年間） に 最低

1 回中間検査が義務付 けられて い る ．

　こ れを受けて ， IMO 決議 MEPC 　11〔18〕の 附属書で は

「初回検査」，「毎年 の 強制的検査 」 「中間検査」及び 「定

期検査 」を 定め そ れ ぞ れ条約の 精神に 則 っ た解釈 ともい

うべ き検査 の 内容を規定 して い る．こ れ らの 検査 の うち

「初回検査 」 と 「定期検査 」 は ， 本規則 で い う初回検査

と定期検査 に対応 し 「毎年の 強制的検査 」 は ， 第 2種中

間検査 「中間検査 」 は第 1 種中間検査 に そ れ ぞ れ対応す

る．こ こ で 問題 に な る の は 検査間隔 で あ る．IMO で は ，

IOPP 証書の 有効期間 5年に併せて 検査間隔 が 決 め られ

るの で 「定期検査 （又 は初回検査）」と 「定期検査」の間

に 1 回の 「中間検査」 と 3 回 の 「毎年 の 強制的検査」が

入 る こ とに な る．こ れ に対 して 当会 MARPOL 検査 は ，

検査 の 円滑化 を 計 る た め 鋼船規則 B 編 の 検 査 に，併 せ た

の で ， 定期検査 （又 は初 回検査）か ら定期検査 の 間隔は

4年，そ の 間に 1中 1 回 2中 2回が入 り 10PP 証書で あ

れ ば ，
4 年毎に 更新と い うこ とに な る．検査 の 同等性を

考え ると， IMO の 規定 で い けば， 5年毎に詳細な検査

（定期検査）が 行われ る の に 対 し， 本会規則で は ， 4年

毎に詳細検査 が 行 わ れ る の で IMO と同等以上 の 厳しい

検査を規定して い る こ とに な る．

　前記 IMO 附属書で は 「毎年の 強制検査 」 は 10PP 証

書の 発行月 日 の前後 3ケ 月以内毎年行な う こ と に な っ て

い るが ，本会の 中間 検査 は，鋼船規 則 B 編 に 従 っ て 行 な

うた め，こ こ で い う前後 3ケ 月以内を守れ な い ケ ース が

で て くる．こ の よ うに部分的に は食 い 違 う点が で て くる

もの の 全体と して は ，前述 の よ うに IMO と同等以上 は

確保さ れて い る と解釈され る．

　な お，定期検 査 や 中間検査 の 1部 の 検 査 を延 期す る規

定 ， 検査 の 1部を省略す る規定 ， 検査準備 の 規定等は，

鋼船規則 B編を準用す る こ とに して い る．

2．2　製造中の 初回検査

　MEPC 　11〔1鋤の 「初回検査 」 の 規定を採 り入 れ て い る．

ま た こ れ に 関連す る 検査要領 は 日 本造船研究協会，RR

76部会に お ける 「MARPOL 　73〃 8附属書 1 に 基づ く検

査に 関す る指針 」 の 解釈 （報告書） に よ る もの で ある．

2．3 製造後 の 初回検査

　製造後の 初回検査 に つ い て は， MEPC 　11  に 規定は

な い の で 製造中の 初回検査 に準ずる こ と と した ．

2．4 第 2 種中間検査

　MEPC 　11  の 「毎年 の 強制検査 」 の 規定を採 り入れ

た．要領は前記 RR 　76部会報告書に よ っ た ．

2．5 第 1種中間検査

　MEPC 　11｛1励の 「中間検査 」 の 規定を採り入れ た．要

領 は RR 　76 部会報告書に よ っ た．

2．6　定期検査

　MEPC 　U 鬮 の 「定期的検査 」 の 規定 を 採 り入 れた，

要領 は RR 　76部会報告書に よ っ た ．

3 章　一般要件

3．1 設 備 及 び 配 管等

　MARPOL 　73178，附属書 1 の第 14規則 に よ れば 「油

タ ン カ ー
以外 の 総 ト ン 数 4，000 ト ン 以上 の 新造船及び総

トン 数 150 ト ン 以上 の 油 タ ン カ ーは，燃料油タ ン ク に バ

ラス ト水を積載 して は な らな い とな っ て お り，条約上
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は ， 行為規定 とな っ て い る，と こ ろが 本規則 は， 設備規

定 で あ る の で こ の ま ま 入 れ る わ け に は い か ず，燃 料油管

系 と バ ラ ス ト管系 とを 分離す る こ とを 義務 づ ける こ とで

置換 え た．条約 に比 べ て 厳 しい 内容 とな る が規則上は明

解で ある．

3．1．2 燃料油管系と バ ラ ス ト管系との 分離

　特定 の 船舶に つ い て は，燃料油 タ ン ク に 水バ ラ ス トを

積載する こ と が 認 め られ るが ， こ れは 運航 の 特殊性か ら

長 期間海上 に とど ま る必要があ る船舶を考慮 した もの で

ある．こ れ に 相当す る船舶と して ，漁船とか 曳船等が あ

げられる．但 しこ の よ うな 船舶で あ っ て も，通常時，燃

料油タ ン ク に バ ラス ト水を積載する必要 の な い よ うに あ

らか じ め バ ラ ス ト専用 タ ン クの 容量を確保 して お くこ と

が望 ま しい の は い う ま で もな い ．

3．1．3　油性残留物 （ス ラ ・
ア ジ）の収納及び排出

　総 ト ン数 400 ト ン 以上の 船舶 は ， 機関区域で の 漏油 に

よ り生ず る油性残留物を入 れ るための ス ラ ッ ジ タ ン ク，

陸上 の受入れ施設側の管と連結で きる よ うな標準排出連

結具及 び ，
ス ラ ッ ジ タ ン ク と こ の 標準排出連結具 とをつ

な ぐ， 排出管 とを 備えなければな らな い ．こ の うち標準

排出連結具 に つ い て は，MARPOL 　73178附属書 1の 19

規則の 中で 規定 されて い る が，設置しな け れ ばな らな い

具体的な船舶 の 大きさとか種類 に つ い て は特に触れて い

な い ．そ こ で こ こ で は ス ラ ッ ジタ ン ク 設備 と リ ン ク させ

て ，ス ラ ッ
ジ タ ン クを備えな ければな らな い船舶 は標準

排出連結具を取付け る もの とした ．こ の 取扱い は省令の

技術基 準 と同様 で あ る．

3．1．4　油排出監視制御装置及び油水分離装置

　一1．本規定で大量 の 燃料油を輸送す る船舶は ， 前 3．1．2

で 述べ る船舶と同じで ある．

　
−3，航行区域，船舶の 種類 及び総 トン 数 に 応じて 備え

る こ と とな る汚染防止機器に つ い て ， 検査要領表 の 3．1．

4−3．に示す ように ， 推進機関を有す る自航船は，国際 ，

非国際に よ っ て ，設備要件 は変 らな い こ と に 注意 す る必

要 が あ る．

　
−7．油水分離器 の 処理能力は，技術基準 （省令）の 心得

よ り算式が 与え られて い る，こ の 算式中で 使用さ れ る総

トン 数は ， 新 ト ン 数法が定め られ た 折，日 本籍船だ けに

認 め られ た 国内総 ト ン 数 で あ る の で 注 意 を 要す る．因み

に 国内総 ト ン 数 を 用 い た場合 に は ， 国際総 ト ン 数を用 い

た場合 に 比 して 処理能力は小 さ くて 済む こ とに な る．

　ま た，非 自航船で は， 自航船の 20 ％ の 能力まで 参酌

され る．

4 章 油タ ン カ ーに対す る要件

4．1 船体構造

4，1．1 貨物油を積む場所 の 隔壁の 配置

　検査要領
一5．は，船 側 か ら tc 未満又 は船底 か ら Vs 未

満 の 位置に 管 を 配置 した 場合 の 閉鎖装置の 取扱 い を 示 し

た もの で ある．図 4．1．1−5．｛1｝は，Vs 未満 に 配 管 し，弁

も Vs 未満に あ る場合の 弁の 取付け位置を示す． こ の 場

合は，中央の タ ン クが座礁破口 して，浸水 した とき隣接

タ ン クに 流入を防止す る 目的で 弁を設 ける の で ，開放側

に 設けるの を原則 として い る．但 し図 に 示す ように 隔壁

に接近 して ，弁を配置した場合に は，例え座礁 して も岩

盤等 は 弁 に 接 触す る こ と は な い ．即 ち 45 度 の 数値 は岩

盤等の 統計的な 形状を加味 した もの で ，
こ うすれば弁は

破損す る こ とな く閉 鎖装置 と して の 有効性は 維 持 で き

る．

　同図  例 1） は ， 弁の み Vs よ り高い 位置に設けられ

た場合で ，こ の よ うな 配 置で あれば，座礁 は弁 に 影響を

及ぼ さない で の 承認 される例 で ある．例 2） は鉱油兼用

船等 の デ ィ ス タ ン ス ピース の 例 で ある，

4．1．2　区画及び復原性

　検査要領
一1．  は， Lf が 150　m を超え， 225　m 以下

の タ ン カ ーに対す る機関区域 の 船側損傷の 取 扱 い で あ

る．機関区域 に船側 に沿 っ て FO タ ン クが 張 り 出した 場

合，張 り出 した 長 さ に よ り FO タ ン クを含 め て 可 浸す る

か ， 機関区域 だ け可浸する と考 え るかが 決まる，即 ち こ

の 張 り出し量 が 3，05m 以上 で ある と ， 機 関区域 に 衝突

事故が発生 した場合， FO タ ン ク の 隔壁を も破損す る確

率は高 くな る と考え る，従 っ て FO タ ン ク の横方向長さ

の 如何 に か か わ らず，縦方向長 さ 3．05m よ り大か小か

だ けで 決まる．こ の 取扱 い は規則 1 編 4．1．2−2．（5）の 考え

方を敷延 した もの で ある．

　規則
一3．〔4）に おい て ，中間段階に お ける復原性も考慮

しな けれ ばな らな い が こ れ は ， 最終浸水段階に比較して

復原性 を 考 え る上 で 苛酷 に な るような 場合検討す る必要

が あると い う こ とで ， 条約で もこ れを 明記 して い る．平

均化装置を有する よ うな場合とか，縦通隔壁 に 大 きな断

面積を有す る孔を持つ 場合とか，一
時的に 中間段階が最

終段階 よ り厳 し くな る よ うな場合 を 除 くと一
般的 に は最

終浸水段階が 最 も厳 しい ．従 っ て 特例 を 除けば 最終段階

の 検討の み で 十分で あろ うが，そ の た めに は
一

応 そ れな

りの 検討 は 必要 で あ る． こ れ らに つ い て は，Gas　Code

に も同様 の 規定が あ り， 造研に お い て今後取扱 い を は っ

きりさせ る べ く，会合が持たれ る とい う こ とで あ る．

4．1．3 分離バ ラ ス トタ ン ク （SBT ）
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　検査要領
一1．は， 150m 未満の 分離 バ ラ ス トタ ン カ

ー

の 最小喫水要件 の 算式 を 扱 っ て い る．MEPCIC ．97で は

3 つ の 算式を与えて い るが，こ こ で は そ の うちの 1 つ を

採用 して い る，MEPCIC ．97 で 提案さ れ て い る算式 の う

ち，A とC はそ れ ぞ れ長 さの 短 い 船舶及び 長 さ の 長 い 船

舶 に対す る もの で，本会 と して は，すべ て の 長 さに わ た

っ て 包含する よ うな算式 B を採用 した ．ま た 算式B に お

い て も， 本要領で 示 した式の 他に ， 最小船首喫水及び最

小船尾喫水で 制限す る式を挙げて い るが こ の 式で は船首

と船尾 の 喫水を 独立 に 決め る こ と が で き る た め船舶の バ

ラ ン ス 上，不適 と考 え た．要領 で 示 した式は，こ れ らを

考慮 した上 に さ らに ト リム 要件を組合せ て あ る．な お，

MFPCfC ．97 の 解説 に よ れば ，
こ の 算式は ， 理論的研

究，模型 ・実物試験，デ
ー

タ に 基 く調査及 び 国際海象階

級 6 に 基 い て い る ．

　又同要領 一2．は ， SBT の防護的配置 （PL）の Lt の

考 え 方 を 示す もの で ， 規則 1編 4．1，1（1｝で 船側及 び 船底

の 損傷範囲を平行六面体で考えて い る よ うに，PL の Lt

（B＋ 2D ）を計算す る に際 して も船型 を矩形と して 考え

て よ い ．

　要領
一・3．〔1｝は，PAc 算定時の ウ ィ ン グタ ン ク （SBT ）

最 小 幅の 測定法，（2｝はPAs 算定時 の 二 重 底 タ ン ク （SBT）

最小深 さ の 測定法 を そ れぞ れ示す，と くに ウ ィ ン グ タ ソ

クで 深 さ方向 に 幅が変化す るような形状の 場合 は，1 番

小 さ い 幅 を と る こ とに な る の で 注意 を要す る．

　要領 一4．は ， PAc 及 び PAs の 算入法 の 基本的 な 考え

方を実例を挙げて 示 した ，

4．2　設備，配管等

4．2，1　油 の 船内貯留設備等

　総 ト ン 数 150 トン 以上の油タ ン カーは，一
般に油積載

容量 の 3％以上 の ス ロ ッ プ タ ン ク 設備 を 設 けな ければな

らな い が ， 滑 らかな壁面 を 有す る タ ン ク に 油 が積 載され

る場合に は， 1％ に減ず る こ とが で きる．こ の 滑 らかな

壁面 の 解釈 で あ るが ， 洗浄しや す く，洗浄水を 多量 に 必

要 と しな い 意 と 思われ ， 兼用船 に お ける ， 垂直 フ レ
ー

ム

部材や 波形隔壁等 は滑 らかな壁面と解釈 した ．又 こ れ以

外で も，
こ の 目的に 沿 っ た構造 は滑 らか な もの と して 認

め られ る．

4．3　載貨重量 20，000 トン 以上 の 原油タン カ ーに対する

　　 要件

4．3．2 原油洗浄装 置

　 タ ン ク洗浄供給管装置は ， 過圧防止装置を つ けるこ と

に な っ て い る．こ れ は，流体の 過 熱を防止す る規定で あ

るの で ， 過圧防止装置に代え て ポ ン プ ケ ーシ ン グ オ ーバ

ヒ ー
ト ト リッ プ で あ っ て も差し支え な い ．

　 また 原油洗浄装置 の い か な る 部分 も機関区域 に 入 る こ

と は 禁 じ られ る ．こ れは 例 え ば，水洗浄用給水で あ っ て

も， 機関区域か ら導 くこ と は例 え 要領の 図 4．4．2−1．〔2）に

示す配管で あ っ て も許 さ れな い ．安全区域 と危険区域 と

の 連絡を禁止す る規定で あ る，

　次に洗浄機の 固定方法で あ る が，甲板下 に取付け た状

態で 懸垂部 の 固有振動数 が 船体 の 振動数 （プ ロ ペ ラ 回転

数 × 翼数） と共振す るもの で あ っ て はな らず詳細を要領

に示 した ．

　貨物油タ ン ク底部 が ド ラ イで あ る こ とを チ ェ ッ クする

た め ，手用測深装置を 備 え な けれ ば な らな い が ， 底面 ま

で 正 確 に 計 れ る密閉式液面計が あれ ば こ れを 省略す る こ

とがで きる．但 し現在あ る密閉式 の もの は，底部か ら20

mm 位ま で しか計測で きな い の で ，
こ れ に代る装置と し

て は認 め られ て い な い ．

卜 1 編　油 によ る汚 染防止 の た め の構造

　　　　 及 び設 備 に 関す る経過 規 定

1． 総則

1．2　定義

　1983年 8 月 25 日前に 建造 に着手さ れ た船舶 は 1 −1編

を 適用す るもの と し ， 条約 に 従 っ て ， 油 タ ン カー以外 の

船舶 は，N 船 ，　 E 船，油 タ ン カ
ー

は，　 NN 船，　 EN 船及

び EE 船 に 区分 して い る．こ こ で 区分 の 拠 りど こ ろ とし

て 主要な改造 の 定義があ るが，こ の 具体例を検査要領に

示 した．主要 な 改造 は条約 で 明記 さ れて い る よ うに ， 耐

用年数を 延ばす と み な さ れ る改造 はす べ て 主要 な 改造 に

含ま れ る の で ，例 え ば，貨物油 タ ン ク部の新替 は，当然

タ ン ク容積 の 増減 に か か わ らず ， 主要 な 改造 と さ れ る．

ま た ， 同 じ く船体拡張は 主要 な 改造 とな る が ，
こ の な か

に は，船休延長，拡幅及 び 増深 を 含 ん で い る．一
方，

MARPOL 条約 に 適合させ るた め の 工 事は ， 容量 の 増加

を 含まな い 限 り，主要な改造 とは 見な さ れ な い の で，例

え ば SBT の 規定に適合させ るた め， 新た に横断部挿入

す る場合な ど主要寸法の 変更が あ っ て も主要 な 改造 とは

見 な さ れな い ．

2． 検査

　検査の 内容は，基本的に は，規則 1編の 新造船 の 例に

倣 っ て い る，従 っ て こ こ で は，現存船に対 して の み 認 め

られて い る 設備 ， すなわち指定 ク リ
ー

ン バ ラ ス ト タ ン

ク，ス ペ シ ャ ル バ ラ ス ト，あ る い は パ ートフ ロ
ーシ ス テ

ム で 運航す る船舶等の 追加さ れ る検査項 目を 示 した．

3． 一
般要件

　N 船及 び NN 船は ，100 ％ 規則 1 編が適用 さ れ る．

EN 船 も船首倉又 は衝突隔壁 よ り前方に 油タ ン クを配置
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73 海洋汚染防止 の ための 構造及び設備規則及び 同検査要領 の 解説

して は な らない とい う 規 則 1編 3．L1 −1．の 規定以外す

べ て ， 規則 1編適用 とな る．E 船及び EE 船に な る と ，

要件の うち半分 は， 免除ない しは設置が 3 年間猶予され

る．

4． 油タ ン カ ーに対する要件

　油 タ ン カ ー
の 場合 もベ ー

ス は 規則 1編 4 章 で あ り，

NN 船 ，
　 EN 船及 び EE 船 の 順序に従 っ て規定 の 軽減の

度合 い は大 きくな りそ の 程度は前 3 の
一

般要件 と同様 で

ある．
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